
新潟県信用保証協会「景気対応緊急保証制度」
利用にあたっては、新潟市長が交付する認定書（５号要件）が必要となります。
●保証限度額：２億８千万円（既存の経営安定関連保証の残高を含み、一般保

証とは別枠です。）
●信用保証料：年０．８％以内（無担保無保証人保証の場合は、年０．６％）
●保 証 期 間：最長１０年以内（据置期間２年以内を含む）
●保 証 人：原則として法人代表者以外、保証人は必要ありません
●担 保：必要に応じて提供
●保 証 割 合：１００％

日本政策金融公庫国民生活事業の融資概要

運 転 8年以内 1.75％～
ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ貸付 4,800万円

設 備 15年以内
設備資金に関しては、融資実行後2年
間金利を0.5％引き下げとなります

1学生あたり 教 育教育資金貸付
300万円 資 金 15年以内 2.45％

運 転 ７年以内経営改善貸付 1,500万円
設 備 10年以内

1.95％

日本政策金融公庫国民生活事業の申込は当所か公庫新潟支店(新潟市中央区
万代4-4-27 NBF新潟テレコムビル９Ｆ TEL:025-246-2011・FAX:025-246-2022）

資金繰り円滑化相談会
事業の円滑な資金調達にお困りの中小企業の皆様を支援するため、下記により
新津商工会議所を会場に定例相談会を開催いたしますのでお知らせいたします。
●新潟県信用保証協会定例相談会(毎月第１火曜日１０：００～)

１月１８日(火)・２月１日(火)
●日本政策金融公庫定例相談会(毎月第２火曜日１０：００～)

１月１１日(火)・２月８日(火)
※相談会のご利用については、ご予約をお願いします。(TEL:22-0121)

新潟市緊急経済対策（金融支援）
市では、緊急経済対策の一環として、年末、年度末の資金需要に応えるため、

また、借り換えの資金繰り円滑化のために、制度融資の改正を行います。
１．経営支援特別融資の信用保証料補助の拡充

（現行） （改正後）
融資額 補助割合 補助割合

300万円以内 100％ 拡充 100％
300万円超～1,000万円 以内 50％ 75％

２．中小企業資金繰り円滑化借換融資の利用制限の撤廃
１企業一回限りの制限の撤廃

３．１及び２の取扱期間
平成２２年１２月１日～平成２３年３月３１日融資実行分
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新潟市制度融資の貸付利率が改定されます！
厳しい経済状況が続く中、中小企業者の資金繰りを支援するため、一部制度

の貸付利率が下記のとおり改定されます。
１．改定内容

貸付利率（年利）
制度名 改定前 改定後
一般融資（信用保証付） 2.20％ 2.05％
同 （信用保証なし） 2.70％ 2.55％
夏期・年末資金（信用保証付） 1.90％ 1.75％
同 （信用保証なし） 2.40％ 2.25％
商店街等活性化対策資金（信用保証付） 2.00％ 1.90％
同 （信用保証なし） 2.50％ 2.40％
無担保無保証人融資 2.20％ 2.05％
中小企業開業資金 2.40％ 2.25％
人材確保・時短促進援助資金（信用保証付） 2.05％ 1.90％
同 （信用保証なし） 2.55％ 2.40％

２．適用日：平成２３年１月１日（新規融資実行分から適用）
※ 市報にいがたへの掲載は１２月２６日号または１月２日号を予定されてい

ます

年 末調 整個 別相 談会
～給料・賞与を支払っている個人事業主の方へ～

○日 時：１月５日(水)・６日(木) 9:00～12:00/13:00～16:00
○会 場：新津商工会議所 ３Ｆ
○対 象：新津地域で個人事業を営む方
○持参する物：①年末調整の書類一式（税務署より郵送）

②平成22年分所得税源泉徴収簿（ご記入の上、お持ちください）

③生命保険料・地震保険料・国民年金の所得控除証明書
④国民健康保険料払込金額の確認
⑤控除対象配偶者や扶養親族等の氏名、生年月日の確認
※税理士関与の方はご遠慮ください。

「お役立ち冊子」差し上げます！
商工会議所では、会員の皆様のお役に立つような
最新の冊子を配布しております。

ご希望の方に差し上げますので、ご連絡下さい！ !
① 縮小マーケットのなかで売上げを伸ばす

中小小売店に必要な販売術

② "ここを押さえたい"
自社の財務数字

③ ～こんな場合のＱ＆Ａ～

社会保険・労働保険の早わかり



【米村浩次の" 花の世界" 】
参加費 「今後の”花き”産業のあり方」無 料

～地域ブランド形成による地域活性化に向けて！～

近年、地域資源を活用した様々な取組みによる地域活性化の動きが注目を集め
ています。そこで今回は、花き生産者の栽培技術・品質向上とともに、市場流通
などの当面の諸問題を含め、花き振興を図ることを目的にセミナーを開催いたし
ます。皆様多数のご参加をお待ちいたします。

☆日 時：１月２２日（土）１５：００～１７：００（終了後、懇親会がございます）

☆会 場：割烹 一楽
☆定 員：５０名（定員になり次第締め切ります）

☆講 師：米村花きコンサルタント事務所 代表 米村浩次 先生
☆参加費：無 料
☆申込み：当所まで電話かＦＡＸでお申し込み下さい。
☆主 催：新津商工会議所 ＪＡＰＡＮブランド事業委員会

売上UPのためのマーケティングとは

ゼロからのマーケティング

◆日 時：１月２５日（火）１８：３０～２０：００
◆会 場：ﾋﾞｯｸﾞｸﾚｽﾄﾌｨｰﾙﾄﾞｸﾗﾌﾞ内ｶﾙﾁｬｰｽﾀｼﾞｵ（秋葉区草水町３TEL:22-2222)

◆講 師：新潟IPC財団ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 百合岡雅博 氏
◆定 員：３０名(定員になり次第、締め切ります。）
◆受講料：無 料
◆お申込：新津商工会議所青年部 (TEL:22-0121)
◆主 催：新津商工会議所青年部・(財)新潟ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙﾌﾟﾛｰﾓｼｮﾝｾﾝﾀｰ

"超"低ﾘｽｸ戦略で成功する経営法
～明日から使えるﾉｳﾊｳを大公開！～

不況でも低リスクで売上を伸ばし、利益を高めるための"具体的戦略"から
"具体的販売促進"まで事例を交えて解説します！
◆日 時：２月８日（火）１４：３０～１６：３０
◆会 場：一 楽 （新津本町２）
◆講 師：㈱ライズウィル 井澤岳志 氏（飲食店ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）
◆受講料：会員：無 料 非会員：３，０００円
◆主 催・お申込み：新津商工会議所 TEL:22-0121 飲食店に
◆共 催：にいつ食の陣実行委員会 おすすめ

新津商工会議所商業部会・諸業部会
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新春賀詞交歓会参加者募集

会員同士、会議所と会員との親睦を図るため、お１人でも多くのご
参加をお待ちしております。

◇ 日 時 ： １ 月 ７ 日 (金 )
◇ 会 場 ： 新 森 ホ ー ル
◇ 記 念 講 演 ： １ ５ ： ０ ０ ～ １ ６ ： ０ ０

講 師 事業創造大学院大学 准教授 丸 山 一 芳 様
テ ー マ ｢サ ム ス ン に 学 ぶ グ ロ ー バ ル リ ー ダ ー 育 成 」

◇ パーティー ： １ ６ ： １ ０ ～ １ ７ ： ３ ０
◇ 参 加 費 ： 講 演 会 聴 講 は 無 料

ﾊﾟｰ ﾃ ｨ ｰ参 加 費 は ５，０００ 円 (立 食 ﾊﾟｰ ﾃ ｨ ｰ方 式 )

◇ 申 し 込 み ：当 所 ま で（TEL:22-0121)

インフォメーション発刊
および2011年度カレンダー配布のご案内

会員向け情報誌「インフォメーション」Vol.24の発刊とともに2011年度のカ
レンダーを配布しております。当所職員全員が知恵を出し合い、
事業所の皆様のためになる情報を提供したいとの考えに基づき
作っております。配布されましたらぜひご一読下さい。

お済みですか？消費税の届出！

○課税事業者の方へ
個人事業者の方で、新たに課税事業者（消費税の申告・納付が必要な方）と

なる場合には、納税地の所轄税務署長に「消費税課税事業者届出書」の提出が
必要です。
・課税事業者とは？

基準期間における課税売上高が１，０００万円を超える方が該当します。
※平成２１年分(基準期間)の課税売上高が１，０００万円を超えている方は、

平成２３年分の消費税の課税事業者に該当します。

○簡易課税制度について
基準期間における課税売上高が５，０００万円以下の方は、簡易課税制度を

選択することができます。
なお、平成２３年分から簡易課税制度を適用して申請する方は、平成２２年

１２月３１日（金）までに「消費税簡易課税制度選択届出書」を納税地の所轄
税務署長に提出する必要があります。
（注１）簡易課税制度は、「みなし仕入率」により納付税額を計算しますので、

多額の設備投資を行った場合などで一般課税（簡易課税制度を選択し
なかった場合）により計算すれば還付となるような場合でも、還付を
受けることはできません。

（注２）簡易課税制度を選択された方は、事業を廃止した場合を除き、２年間
以上継続した後でなければ選択をやめることはできません。なお、選
択をやめる場合には、やめようとする課税期間の開始の日の前日まで
に「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を納税地の所轄税務署長
に提出する必要があります。


